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《個人研究》
ロシアにおける企業民営化 と企業 レベルの体制転換
機械製造企業 「E社」の事例 を中心 として
加 藤 志津子☆
PrivatizationofEnterprisesandSystemChangeatEnterpriseLevel
inRussiaTheCaseofaMachinery-productionCompany
ShlzukoKato
1企 業の中での体制転換
体制転換が,ある社会の生産手段の主要部分の実質的所有形態の転換を意味するとすれば,ペレス
トロイカ以後 のロシアの体制転換過程 において決定的な役割 を果 た した事象の一つは企業民営化 であ
った と言 って よいであろう。企業民営化 により,企 業に付属す る生産手段の法的所有形態が変化 し,
同時 に,企 業の支配構造が変化 した。企業民営化の大枠は,中 央政治 レベルでの意思決定 によ り定め
られ たが,実 際の民営化 の様態 は企業ご とに異 なってお り,それ を規 定 したのは,個 別企業 の労働集
団 とそれを取 り巻 く人々の意識 と行動 であった。 したが って,個 別企業の民営化の進行過程 のなかに
は,旧 体制下の企業社会 の実態,人 々の意識,そ して今後 のロシア企業の姿が投影 されている と考え
られ る。
本稿で は,筆 者が比較的詳 しく知 ることので きた一企業の民営化過程 を紹介 し,そ れを手がか りと
して,ロ シア企業で起 こっている体制転換 が何か ら何への転換 であるのか について論 じてみたい。 も
ちうん,一 つの事例か ら敷桁 してこの ような問題 を論 じることには大 きな危険性 が伴 うが,な お流動
的な社会現象が焦点 になってい る場合,許 されない方法ではなかろ う。
さて,本 稿で取 り上げ ようとす るの はロシア極東地方に存在 する機械 製造企業 「E社」(仮名)の
事例 である。「E社」について ここで紹介す る情報 はすべ て,荒 又重雄教授 を研究代表者 として文部
省科学研究費の助成 を受けた数次 にわたる国際共同研究 によ り得 られた ものである。報告者 は,1993
年度 の 「ロシア連邦極東の大工業企業の労働組織再建の可能性 に関す る日ロ共同研究」 と1994年度の
「ロシア極東企業の株式会社化と職場組織の反応に関する共同研究」に,研究分担者として参加した。
☆本学経営学部助教授
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「E社jの民営化は,①国有から労働集団所有へ,②労働集団所有株式の労働集団員への分配,③
外部投 資家 による経営権取得,と い う過程 をた どった。 この過程は,1990年か ら始 まったが,② の段
階では,経営陣と労働集団(二股労働者)の間で,③の段階では経営陣と外部投資家の間で激しい対
立が起 こ り,文字 どお りの紛争状態が企業 を包 んだ。
本稿では,1993年と1994年にこの企業で実施 した経営陣のインタビュー,従 業員 を対 象 としたア ン
ケー ト調査,収 集 した社内紙 などを材料 としなが ら,「E社」で起 こった事態 を分析 す る。 そして,
それ を通 じて,ソ 連型社会主義経営 の実像 とロシア企業の今後 につい て若干,論 じてみたい。
2「E社 」の概要
「E社」は,ロ シア極東 地域 にあ る1932年創立 のエ ネル ギー関連 機械製造 企業で あ り,従 業員 は
2145人(1994年初),も とはソ連重機械製造省管轄下の国有企業であった。主要製品はガスター ビン,
排煙 ・換 気装 置,空 気 ・ガ ス コンプ レッサ ー,タ ー ボ ・コン プ レッサ ー で あ る。 と くに,あ る種 の排
煙 ・換気装置 とコンプレッサー にかん しては,1993年現在,ロ シア国内市場 における市場 占有 率が
100%の独占企業である。1993年初めの時点での固定資産総額 は13億633万ルー ブル(当 時 の為替 レー
トで230万ドル),占 有 面積 は47ヘクタール で あ る。
この ように 「E社」 は,人 的資源 と物的資源 を大規模に集中 した独占企業であ り,そ の意味 では,
旧 ソ連以来のロシア重工業企業の典型のひ とつ と言える6も っとも,ソ連重工業 においては,数 万人
の従業員 を抱 える巨大企業 も少な くなか ったか ら,「E社」 は,や や小 さめの典型である。
同時 に 「E社」は,急 激な市場経済化 ならびに連邦 とコメコンの解体か ら深刻な打撃 を受 けてい る
とい う意味で も,ロ シア重工業企業の特徴 を反映 してい る。す なわち,企 業間相互 未払い,旧 ソ連諸
国や コメコン諸国 との経済関係 の縮小,ヨ ーロッパ ・ロシア地域 との問での輸送 費の高騰 な どに よ
り,た とえ ば1993年6月の時 点 で生産 は前 年比15%低 下 して い た し,利 益 率 は,29.6%(1988年),
10%(1992年),f.3%(1993年)と急 落 してい る。従 業 員の獲 得 賃金 額 も相 対 的 に低 下 してい った の
で,青 年層 を中心 に退職が続 き,1990年に3951人いた従業員が,1994年初 め までに半分近 くに減 っ
た。 しか も1992年5月にはすで に給料 の遅配 が 始 まって お り,1994年7月の時 点 で も2ヵ 月 の遅配 と
●
な って いた 。
3国 有から労働集団所有へ
「E社」の民営化過程が緒 に就 いたの は比較 的早か った。 ソ連 の民営化 法制 の出発点 は,1988年の
閣僚会議決定 「企業 および機関における有価証券の発行 について」 まで遡 ることがで きるが,実 際 に
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大 企業が株式会社化 され始めたの は1990年に入 ってか らの ことで,た とえば有名 な 「カマ 自動車工
場 」の株式会社化 を閣僚会議が決定 したのは同年6月 であった。「E社」で も,1月9日 に株 式会社
設立総会が開催 され,定 款が採択され,1991年3月9口には定款 の登記が完了 した。
この ときの定款 を見 ると,資 本金は8129万3000ルー ブル,そ の出資の状況 は,ソ 連重機械製造省が
7253万ル ー ブル(89、2%),労働 集 団が876万3000ルーブル(10.8%)で あ る。労 働 集 団 は,無 償 で こ
の出資分 を認 められた。
株 式会社初代社長 になったのはK氏 であった。 この人物 は1942年に生 まれ,1958年にこの企業 に旋
盤工 として入社 した後,極 東総合技術大で学 び,こ の企業に技師 として戻 り,職 場長 にな り,党 委員
会書記 も務 めた。1984年には,同 じ市 の別 の同規模の機械製造企業の企業長 として転出 したが,1989
年 に副技師長 として戻 った。そ して,1990年5月または6月 に企業長選挙が行われた ときに,立 候補
した。 その結果 ははっき りしないが,選 挙後,ソ 連重機械製造省 によ り,社 長に任命 された。 「E社」
はえぬ き,管 理者 としての経験豊富,党 組織 において も重 きをなす とい う,労 働集団 にとって も省 に
とって も,か な り安心のお ける初代社長であった と思われ る。
1991年10月16日に会社協議会(株 主総会に準ずる会議)が 開催 され,定 款が改正 された。資本金 は
1億ル ーブル に増額 され,同 時 に,省 の出資分 は5690万5000ルーブルに減 り,労 働集団 の出資分が
2438万8000ルー ブル に増 えた。 そ して,1870万7000ルーブル分 の新 株 を発 行 す る こ とにな った。 この
ときも省は,無 償 で国家持株 を労働集団に譲渡 した。
1991年12月の 「活動家会議」 においてK社 長は,省 の持 ち分 を労働集団の資金で買 い取 ろうと呼 び
かけ,3年 間で買い取 りを終 える計画 を示 した。従業員たちは この頃,「買い取れ ば国家 か ら自由に
な り,皆 が もっ と豊 か に なれ る」 と説 明 され た とい う。
1992年3月12日の会社協議会 は,ソ 連解体 にともない,国 側 出資者を省 か ら州資産管理委員会 に変
更す る定款改正 を行 った。 また,「労働集団に帰属す る株式 の分配 手続 き規定」を承認 した。 この規
定 は,労 働集 団所有株式 を優先株 として,勤 続年数に応 じて労働集団員 に無償で分配す ること,3年
の期間,配 当は株 式買取 り資金 に廻 す こと,3年 後には会社が株式 を額面で買い戻 すこ と,な どが定
め られていた。株式 を受 け取 る権利 を与 え られたのは,従 業員3871人と退職者567人,計4438人であ
った 。
1992年末 までに,資 本金 中の国の持 ち分 はすべて買い取 られ,発 行 された新株 もすべて売却済み と
なった。 どの ようにして これ らが可能 とな り,結果 としてどの ような株主構成が出現 したかが,こ こ
で は重要で ある。 まとまった確実なデータは得 られ なかったので,各 種資料 に多少の憶測 を加 え る
と,お よそ次の ような事態が起 こった と推定 される(入 手で きた各種資料 の問に明 らかな矛盾が少な
か らずあ るので,推 定 は暫定的な ものである)。
国が所有 していた5691万3000ルーブル分の株式の買取 り原資 は,① 会社の純利潤 か ら1118万3000ル
ーブル,② 会社の純利潤で調達 した民営化小切手2349万ルーブル分(2349枚),③463人の労働集団員
個人が投資 した民営化小切手974万ルー ブル分r④ 労働集団員個人 の銀行借入金1250万ルーブルであ
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る。新 株1870万7000ルーブル 分 は,現 金 で売 られ,外 部 投 資家900人が買 い取 った。
発行済み株式額面総額1億 ルーブル分 の うち,3300万ルーブル分 が優先株,6700万ルーブル分が普
通株であった(1993年6月の聞 き取 りによる。 もっとも優先株か ら普通株 への転換ができるので,こ
の区分 は流動的である)。①,②,③,④ に対応す る株式 は普通株,新 株 を買 った投資家の326人が買
ったの も普通株 とい うか ら,株 主構成 は次のようになる。
優 先株3300万 ル ー ブル 分 一
2438万8000ルー ブル分 労働 集 団員 個人4438人(1992年無 償 分配)
834万4000ルーブル分 外部投資家564人
26万8000ルーブル分 労働集団員個人
普通株6700万ルーブル分
3467万3000ルー ブル分 労働 集団
2224万ルーブル分 労働 集団員個人463人+α
1036万ルーブル分 外部投資家326人
会社の支配 に関連 して重要 なの はもち ろん,議 決権 の付 いた普通株である。 これ を見 ると,「E社」
は予定 よ り早 く 「買取 り」 を完了 したが,「買い取 った」主体 は,必 ず しも労働集 団ではなか った こ
とがわか る。普通株の50%以一.ヒを労働集団が所有 しているので,労 働集団所有 といって もよいだろう
が,ほ ぼそれに匹敵す るだけの株 を,一 部の労働 集団員や外部投資家 が獲得 した。
この人 々が具体的 にはだれで,ど れだけの株 をもっているのかについて,K社 長 は社内紙で1993年
2月にお よそ次のように述べている。「銀行借入金 について言 えば,私 は個人財産 を担保 として銀行
か ら300万ルーブル借 りた。他 にわが社 の株 を買 ったの はだれか2工 作機械 ・自動機械 工場 のZ氏
(10万ルーブル),酸素工場の労働集団などである。 レニングラー ド,モ ス クワその他の諸都市 の市場
で も株 を売った。 われわれは各都市でわれわれの株のパ ケ ッ トが大 き くな らないようにした。120万
ルー ブル分買った年金生活者 もいる。『Z社』 は300万ルーブル分以上買 った。わが社 と縁 の薄い市場
では優先株 を売った。 ところがM氏 は普通株 を買った。 どうしてそ うなったのか私 はわか らない。」
つま りK社 長は,自 ら株 を買うとともに,外 部投資家 について は,① 近隣企業,年 金生活者な どに
普通株 を売 り安定株主 を創 り出す,② 株 の販売 を地理的に分散 させた り,縁 の薄 い投資家 には優先株
を売る,な どの方法で乗 っ取 りを防 ごうとした。だがすでにこの時点で,K社 長 の思 い通 りには行 か
■
な くなってお り,の ちに経営権 を取得することになるM氏 が普通株主 として登場 してきていた。
'社長 を中心 とす る経営陣が主導 して きた 「買取 り」の結果 を,予 想外で不本意 と考 える人々が会社
内 に現れた。 それ は,「労働集 団」であった。 よ り正確 には労働集団(労 組)役 員 とかれ らが代表す
る一般従業員たちであった。
このような経営陣対労働集団 とい う対 立の構 図が顕在化 し始 めるのは,1992年秋 ごろか らであ る。
経営陣は1991年か らすでに外部 へ も株 を売 り始めていたが,従 業員の大多数 は株 に特別の関心が なか
った。 しか し1992年夏 に経営陣が 「人 員削減 について」 とい う告示 を出 し,注 文が激減 しているので
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1000人以上の人員削減 をす ることになると発表 してか ら,労働集団の中 に動揺が起 こり,そ れ は経営
陣 に対 する不信感 を呼び,さ らに 「買取 り」 をめ ぐる不信感に発展 して いった。
社内紙1992年11月号(第]E号)に は,従 業員有志(匿 名〉たちの対経営陣公開質問状 と,そ れに対
するK社 長の回答が載 っている(社 内紙は 「労働集団の出版物」であ る)。質問のなかには,「経営陣
と一般従業員の賃金格差が以前の数倍 になっているとい う噂があるが,そ うなのか?」,「社長 は高賃
金の良いポス トに自分の縁故者を就 けてい るとい う噂が あるが,そ うなのか?」 といった ものまであ
った。民営化に関連 した質問も次 の ような厳 しい ものだった。 「なぜい まわれわれには,管 理への参
加権 のない優先株 しか渡 されていないのかP支 配権 を伴 う株式を もってい る株主 は存在するのか?
もし存在するな ら,そ れ はだれか ～ 現在 の印象では,会 社首脳陣 は,広 範な働 き手 を管理参加か ら
遠 ざけようとしてお り,そ の目的 は,こ の権利 を少数の人々に渡す ことにあるように見 える。そ うな
のかa」 という問 いである。 これ に対 して社長 は,「議決権付 きの株 も,議 決権 なしの株 も買える。
株主名簿 もある」 とだけ答 えた。
ちょうど1992年10月初 めか ら民 営化小切手の配布が始 まったので,社 内紙1992年11月号(第17号)
に経営陣は 「民営化小切手受取手続規定」を発表し,労働集団員は他の人々より有利な条件で民営化
小切手 を株 と交換 で きる とした。だが,実 際 にこれに応 じたのは,上 述 のように463人の労働集団員
だけであった。社 内紙塑後 に述べ るところによれば,急 激なイ ンフレのもとで実質賃金の低下 に苦 し
む一般従業員がこの ような反応を したの は理解で きることであった。
この ようにして,経 営陣 と労働集団の対立 をは らみつつ,さ らに外部投資家 を潜在的紛争要因 とし
つつ 「E社」は国有か ら労働集団所有へ移行 した。
4株 式の分配
しか し1993年に入 ってか ら,経 営陣 と労働集団の対立 はさ らに深刻化 してい った。 「火 に油 を注 い
だ」のは,経 営側 の増資計画だった。2月 に財務部長が地方紙上で,会 社 の資金難を克服 するた めに
増資するか もしれない,と 発言 した。社 内紙 によれば,17億ルー ブル追加発行 が予定 されていた とい
う。 これほどの大量 の株式 の追加発行 がされれば労働集団 の持株比率が下が り,「労働集団か らは1
人 も取締役会に出 られ な くなる」 とい うのが労働集団側の不安の根拠だった。
増資の話 はまもな く立消 えになるが,そ れ に代わって浮上 して くるのが,労 働集団所有株式 の処理
にかんす る問題であ る。 この問題の検討のために,経 営側,労 働集団側各5人 か らな る合同委員会が
組織された。合同委員会は労働集団所有株式の今後の運命を決めるのは労働集団協議会であると決定
した 。
社内紙1993年5-6月号に よれば,労 働集団協議会が4月28日に開催 されるまでに次に述べるよう
な興味深 くしか も一種 ミステリアスな事態の推移があった。
「
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労働集団側で は一 つの構想が有力になっていった。 それは,労 働集団所有株式 を労働 集団員 に分配
せず集団で保有 し続 け,こ の株式パケ ッ トを代表 して取締 役会 に出席すべ き トラスティー を労働集団
協 議会で の選挙で選ぶ とい う構想 であ る。 この構想 で労働集団 をまとめるた めに各職場 を廻 ったの
が,合 同委員会 の労働集団側代表Ku氏 であった。Ku氏 の発言 は従業員たちの共感 を得た。 そして,
かれが民営化 についてよ く知 っているし,い ろいろな立場 の意見 も知 っていると認 められ,か れが協
議会で演説す ることになった。 さらに,か れ は協議会の幹部会 を指導す る邑とにもなった。
他方社長 は,経 営会議 で合同委員会の決定 に対 して抵抗 した。K社 長 は2月 には 「トラス ト ・パ ケ
ッ トを形成 することを提案 したい」 と自 ら述べていたの にもかかわ らず,労 働集団側の構想 には反対
だった ようである。 この構想では労働集 団所有株式は経営陣 に とっての安定株 にならない と判断 した
の か も しれ な い。
だが ともか く,合 同委員会 の決定 どお り,労働集団協議会で労働集団株式の取扱 を決めることにな
り,4月28日 が や っ て きた。 と こ ろが,協 議 会 開催 予 定 時 刻 の15分前 に,Ku氏 は 「家 へ 帰 る。 い
ま,電 話がかかって きて,私 たちのアパ ー トの部屋か ら煙が出ているそうだから」 と言い残 して会社
を後 にした。協議会 は定刻 に始 まった。協議会の議長 は,労 働組合の工場委員会議長であった。提案
された幹部会員 リス トにKu氏 の名 はなかった。Ku氏 が火事 の電 話 を受 けて帰宅 した ことが報 告さ
れ ると,議 場か ら,協 議会延期の提案が出た。 しか し,議 事運営委員会は協議会 の続行 を決定 した。
何が起 こったのか を調 べるた めにKu氏 のアパー トへ派遣 され た人物 は,議 場に帰 ってきて,「火事
は起 こ って いな い。部 屋 は錠 が締 まっ てい る。」 と報 告 した。 とう とうKu氏 は議 場 に来 なか った。
社 内紙 は 「なぜかはわからない。…… しか しKuを 中立化 しようとした者たちは目的 を達成 した。
これ は明 らか であ る」 と述 べ て い る。
最初 の報告者 は財務部長 であった。かれは,労 働集団 に帰属す る株式パケッ トを直 ちに分配 しなけ
ればならない と述べた。 その理由は,「国家資産管理委員会が労働 集団 に対 して,新 しい価格(固 定
資本の再評価 を考慮 した価格)で 会社資産 を買い取 ることを求 める恐れが ある」 とい うことであっ
た。社内紙によれば,そ の恐れ はないはずであったが……。 それに続 けて,「株式会社化 の主要な 目
的は,株 式発行 によって自己の資本 を増大 させるこ とがで きるような民営化企業の創設である。資金
をわれ われ あ株式に投資 したい と思 っている人々が いる。投 資がな されれ ば,工 場 は危機 を乗 り越
え,十 分 な賃金原資 と雇用 と利潤 を保障す るような活動 レベル に達す ることが できよう」 と述 べた。
●
この報告 に基づいて,労 働集団所有株式の労働集団員への分配が決議 された。 そして,実 際に分配
を終 えるまで株主権 の行使 を トラスティー集団に委任することになった。 トラスティーに任命 された
の は,K社 長,財 務部長,工 場委員会議長,Ku氏 を含 む8人 であった。 トラステ ィー集団は 「労働
集団に帰属 する株式の分配手続 きの規定」 を作成 することも委任された。
こうして,問 題 は株式の分配 の佳方 に収赦 されていった。
5月18日に,「分 配 規 定」 の案 が,職 場 委 員 会 議 長 た ち に渡 され た 。 そ の案 で は,1991-1992年の
2年間 に実際 に働いた月数 に応 じた分配株式数 の係数表(実 際 に働 いた月数1ヵ 月につき0.1が加算
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され るので,月 数1で は0.1,月数24では2.4)と,資 格 水 準 に応 じた係 数 表(た とえば,庭 掃 除人 は
1.0,社長 は6.0)が示 され てお り,そ れ を もとに した2っ の分配 基 準 の ヴ ゥ リア ン トが併 記 され て い
た。 すなわ ち,第1ヴ ァリアン トでは,労 働 月数の係数 と資格水準の係数の両方が分配基準 として利
用 されるが,第2ヴ ァリア ン トでは労働 月数の係数のみが分配基準 とな る。
1993年6月18,21,22日に私たちはK社 長,経 済部長,技 術部長,あ る職場の職場長,労 働集団側
トラス テ ィー の ひ と りら と面 談 した。 それ に よ り,5月 以後 の経 過 がわ か った 。 す なわ ち,6月16日
に株主総会が開かれた。4月28日の労働集 団協議会以後3ヵ 月近 くの間,株 式 の分配 方法 をめ ぐっ
て,ま た紛争状 態が起 こっていたが,結 局,株 主総会 で第2ヴ ァリアン トが採択され,1993年内には
実際 に分配 され ることに決 まった。
これ に関連 してK社 長が私たちに述べた ことは興味深いのだが,そ れ はお よそ以下 の3点 に まとめ
られ る。
①株式の分配方法について 従業員の問 には一定 の不満が あ り,若 干 緊張 した状 態が続 いてい
る。私たちは皆,社 会主義社会で育 った。社会主義社会ではすべては共有でなければな らず,各 人 は
平 等な所有者 でなけれ ばな らない。わが社の社 内紛争の本質 は,す べてを平等 に分 ける ことは理 にか
な っているか否かにある。社長に も庭掃除人に も皆 に平等に分 ける とい う第2ヴ ァリア ン トが採択 さ
れた。私は これは正 しくない と思 ったのだが,そ れで合意 した。
②民営化の否定的側面について一 わが社の労働集団は国からの企業資産の買取りに成功したが,
企業の金で買 い取 った ような もので,多 くの従業員は自分の稼いだ金 をまった く出 していない。かれ
らは,い つ も もらって きた の と同 じ ように,今 度 もも らった のだ。 した が って かれ ら は,ま だ,自 分
が企業の主人公だ と感 じていない。
③乗 っ取 りの危険 につ いて一1-2年 経てば,多 くの従業員 は株 を売 り始 めるだ ろう。 もちろ
ん,必 ず買い占め る人々が出て くる。私たち経営陣 は買い占める ことはで きない。従崇員 もそ うだ。
したが って,今,商 売 をしている人々が外部 からや って来 ることになる。率直に言 って,今 日大 きな
力を もっているマ フィア組織の手 から逃れ ることはで きない。次第 に実際 に企業の主人が取 って替わ
られることになるだろ う。 もちろんそれ は,も しわれわれ経営陣が立 ち上が って対抗措置を取 らなけ
れ ば,と い うことであ る。 そのためには時間が必要 であ る。人々が もっ と成熟 する こ とも必 要 であ
る 。
別 れぎわに,私 たちのチームのなかの一人が 「来年3月 にまた来 ますか ら,そ の ときにも話 を聞か
せて下 さい」 と頼 んだ ところ,K社 長 は 「3月に も会社があれば」 と答えた。
結局のところ,労働集団所有株式の分配をめぐる労働集団と経営陣の対立は,従業員みなで平等な
企業所有者 にな ろうとした労働集団 と,企 業の生 き残 りのためには自ら金 を出す人々,企 業 のために
積極的に働こうとする人々が実質的な企業所有者にならなければならないと考えた経営陣との対立で
あった ようである。結果的 には,「平等 に」「分配 す る」 という ことで妥 協が成立 したが,こ れ によ
り,労働集団の 目論見 は実質的に破産 した と言 えよう。
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だが,経 営陣が勝利の美酒に酔っていたか と言 えばそ うで もな く,経 営陣 は早 くも乗 っ取 りの危険
への対処を迫 られていた。
5外 部投資家による経営権奪取
、
次に私 たちが 「E社」を訪問 したのは,約1年 後の1994年7月21日であった。K社 長 はもはや社外
に去ってお り,上述のM氏 が社長代行取締役 として私 たち と面談 した。1993年に会 った経済部長 と技
術部長 も同席 した。M氏 は社長代行取締役 に就任 したい きさつについて,1999年5月の株 主総会で
取締役に選任 された。6月 の継続株主総会では社長選 出に至 らず,7月6日 の継続株主総会 は定足数
に達 しなかったため不成立 となったので,正 式に社長に就任す ることがで きないが,社 長業務 を遂行
して い る」 と説 明 した。
M社長代行 に自己の経歴を聞いてみた ところ,現 在47歳,学歴 は10年制中等学校卒業,企 業経営者
にな る前 は運 転手 だ っ た とい う。 そ して,1987年,「E社」 の 所在 す る都市 で コーペ ラチ ー フ を創 業
した 。
M氏 が 「E社」 と最初 につなが りをもってか ら経営権 を取得するまでの過程 については以下 のよう
に話 して くれた。 まず1989年に,M氏 は 「E社」か ら木材加工職場 を賃借 する契約 を結 んだ。15年間
期限の買取 り権付 き貸借であった。 コーペ ラチーフで稼いだ金を全部 この木材加工職場 につぎ込 み,
契約 にしたが って,職 場 の買取 りを進 めていった。同時 に,「E社」の株310万ルーブル分 を取得 し
た。
その後,会 社 で 「政治闘争」が始 まった。そ して経営陣 はM氏 に対 して,株 式 を手放すよう要請す
るのみな らず,木 材加工職場の買取契約 破棄を通 知 し,職場 を実際 に接収 しようとした。1991年10月
161の定款改正で,「生産過程 の技術体 系の構成部分 であるところの会社財産 の諸部分 は,民 営化の
さいに,い かなる法人 ・自然人に も売却 されないし,株 式化 されてはな らない」 とい う条項が新設さ
れ ていた。
M氏 は,こ のままでは株主 としての権利 も行使 できないし,木材加工職場 も失ってしまうと考 え,
1993年5月に,株 を無償で受け取っていた従業員株主か らの株の買取 りを開始 した。M氏 が力 をもち
1
始めた と知 って,経 営隙 はM氏 に対 して 「戦宣布告」 した。 すなわ ち,M氏 の社内通行証 を没収 し,
民警 を呼 ん だ。 しか し,・買取 りは成 功 し,1994年5月に取締 役 に就任 した。
上述のように,ま だ社長に就任 できずにいるが,8月2日 に再度,株 主総会を召集 し,そ こで社長
に就任 す るつ もり,と の ことで あ った。
M社 長代行 と経済部長 の説明か ら株主構成について判明 した ことをまとめると下のようになる。 な
お,「労働集団の持株比率は,約1年 の問 に71%から40%に下がった」 との ことであるが,株 の種類
別分布 は不明である。
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優先株1900万ルー ブル分
普通 株81007.1ルー ブル分
うち1700万ルーブル分M社 長代行=筆 頭株主
1200万ルーブル分M社 長代行 の友人たち
300万ルーブル分 前社長K氏
M氏 による株の買占めは,「FUと い う投資会社 に よって実行 された。 この投資会社の社長が1999
年7月25口に語 った ところによる と,「E社」の株 を買 うとい う広告 を1年 間 に渡 って ラジオや新聞
で 流 した。 買付 け価 格 は,時 期 に よっ て変 えた が,最 も高 か った ときで1株6000ルー ブル(額 面IGOO
ルー ブル)で あった。 「F]社」は,手 数料 を上乗せ した価格 で,買 い占めた株 をM氏 に渡 した。 「FI
社」社長 は,「投資会社が このような大会社の乗 っ取 りを実現 させたの は,こ の地方で は初めての こ
とであ る。現在,『E社 』が操業停止 に近い状態 であ るのは残念 な ことだが,わ れわれ はM氏 に頼 ま
れ て株の買い占めの手伝 いをしただけであ り,『E祉』 には関心 はない。 『E社』の経営立て直 し問題
もわれわれの活動領域外 の ことで ある」 と述 べていた。
私 たちはまた,1994年7月20Uに,同じ都市 にある 「VS」とい う民営 化小切手専門投資会社 を訪
ねたが,同 社の社長 は,こ の買占めに関連 して大損 をした と述 べた。 この投資会社 は,民 営化小切手
2000枚を投 じて 「E社」の優先株 を額面1000万ルーブル分購入 していた。K氏 による株買 占め過程で
株 価が5倍 に上が った とき,あ る銀行 と株 の売買契約 を結 んだが,そ の後,銀 行側が 「あなたの会社
が確かに株主だ という証拠がない」 と言 って,買 取 りを断って きた。現 に株式の証明書 を持 っている
のになぜ こんな ことになるのか理解 で きないが,4000万ルーブル も損 をしたので,仲 裁裁判所に訴 え
て争 って い る ところだ,と い う。
以上の ようにして,K氏 による経営権奪取 は,民 警や仲裁裁判所 まで登場 し,な お未解決の紛争 を
と もな って,行 われ た。
K社長代行 に,経 営立て直 しのために どんな方策を取 ろうとしているか を聞 いてみた ところ,経 営
多角化,外 資導入,国 庫か らの支援の要請 なども言われたが,特 に管理体制 の引締 めの必要性が強調
された。具体的 には,各 職場 を独立採算制 あるいは賃貸制 に移行 させ,や る気 と能力 に応 じた報酬が
各職場 に もた らされるようにしたい との ことであった。「棍棒」が必要だ とも述べていた。
外部か ら突如乗 り込 んで きた経営者の この厳 しい経営姿勢か ら予測 され るように,何 人 かの職場長
は,経 営陣の交替 と相前後 して職 を辞 した。
6「E社 」の事例の総括
「E社」の民営化過程 は,わ れわれの問題関心に照 らしてみると,い くつかの点で興味深 い。
まず第一 は,こ こでは3つ の特徴 的な勢力が顔 を揃 えてい ることであ る。 ひ とつは労働集 団で あ
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り,こ れは旧体制の名残 を強 くとどめる勢力 として傘業内 に位置 を占め,労 働集団所有の維持 をめ ざ
して活動 した。 もうひ とつは,K氏 を中心 とす る旧経営陣であ り,か れ らは,労 働集団所有では企業
を守れない と判断 し,社 内,社 外 の安定株主の創出を通 じて経営権 を維持 しよ うとした。最後 のひ と
つはM氏 に代表 され る会社乗っ取 りグループであ り,か れ らは資金力 に ものを言わせ て従業員か ら株
を買い集 めることにより,乗 っ取 りに成功 した。
第二 は,上 の3つ の勢力の闘争 は,か な り激 しい ものであ り,結 果 としては,ま ず経営陣が労働集
団に勝 ち,次 に乗 っ取 りグループが経営陣 に勝つ とい うことになったが,こ れ らの闘争 は,ま さにご
の企業 自体の中で社会主義か ら資本主義への体制転換 が起 こった ことを意味 する と言 えよう。
第三 は,こ れ らの闘争の帰趨が,国 政 レベルでの資本主義化政策の推進の影響 を受 けた ものである
以上 に,こ の企 業の厳 しい経済的困難 の結果であった ことである。 まず,労 働集団が経営陣 との闘い
に破れ るに至 った主要な要因 として,賃 金 の低下 により若 い従業員たちが職場 を去 りお そら く労働集
団の弱体化が起 こっていたこと,将 来の定 かでない会社の株 の集団的所有者 であることのメ リッ トが
実 際上小 さか った こ と(普通株 には無配,優 先株 にわずか15%の配当)な どを挙 げ ることが できよ
う。また経営陣は,会社の経済的苦境を乗り切る方法として株を追加発行して外部投資家から金を集
めるほかない と考 えてお り,そのためには,労 働集団所有 を解体 しなければならなかった。他方,会
社を乗 っ取 った グルー プに とっても状況 は厳 しいのであ り,経済 的困難 は勝者 にも重 くの し掛 か り,
会社 その ものの存立が危ぶ まれてさえいる。
7企 業の中での体制転換の意味するもの
「E社」の経験 した ような民営化過程が,ロ シアの旧国有企業 すべてで起 こってい るわ けではな い。
だが,大 多数の旧国有企業 にとって,上 に指摘 した3点 は無縁で はないと思われる。すなわち,民 営
化 をめ ぐる3つ の勢力の登場 はロシアで一般的に見 られ る現象である し,そ れ らの闘争の勝者が外部
投資家であ る例 も続々 と出てきているようだ し,経済困難が闘争の行方 を決 め,さ らに は闘争の勝者
を も苦 しめている事例 も少 な くない ようであ る。 この ように言 えるとすれば,「E社 」の事例の典型
性 はかな り高い と考えて よか ろう。
,
そこで,「E社 」の事例 を踏 まえて,ロ シア企業が馬営化 を通 じて経験 しつ つあ る体制転換が何 を
意味す るか考 えてみたい。
端 的に言 うな ら,そ れは社会主i義か ら資本主義への転換だ と言 うほかない と思われ るが,純 粋培養
のような社 会主義や資本主義が存在 したわ けで も,し うるわけで もないか ら,そ の ような言葉 で総括
して もあ まり意味がなか ろう。 むしろ,ど の ような社会主義か らどのような資本主義への転換 なのか
が問題 であろう。問題 をその ように立 てる と,明確 な答 えを出す ことはほ とん ど不可能 にな って しま
うが,「E社 」の事例 を手がか りにす ると,お よそ以下の ような ことは言 えそ うである。
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第一 に,社 会主義が企業の従業員 に最 も強 く浸透 させた価値観 は平等主義で あり,そ れは非常 に強
固だ とい うことである。「E社」での労働集団 と経営陣 の闘争はそれ を実感 させ る。 もちろん この闘
争の労働集団側の主要な担 い手 は労働組合 リー ダーたちであ り,か れ らにはかれ らの個人的利害関心
もあったであ ろうが,一 般従業員の強 い支持が あ った ことも確か である。それ は,私 たちが1993年
5-6月 と1991年8月の2回 にわた り,こ の企業の従業員に対 して行 った アンケー ト調査の結果 か ら
も明かである。すなわち,1回 目で は集団所有 に対する期待が,2回 目で は国有への復帰 の期待が強
く示 され た。
第二 に,も しロシア企業のおかれ ている経済環境 がこれほど深刻な ものでなかった ら,民 営化が労
働集団所有の形態で留 まり,労 働集団所有企業が正常 に活動を続 けた,と い う可能 性 も否定 で きな
い。 これは現実 に反する仮定 に基 づ く推論であるので,直 接的証拠 はない。だが,「E社 」の経済的
苦境 とそれが民営化に与 えた影響 は,上 述の通 りであ る。 もし,「E社」が花形企業の ままであった
な ら,労 働集団所有はあれほど短期間に崩壊 は しなかったであ ろうと思われる。実際 に今 も大量 の労
働集団所有企業が ロシアには存在 してお り,そ の中には業績の良 い企業 も多数あ ると言われている。
マクロ経済が 回復 しない状態 ではこれ らの企 業が労働集団所有 に留 ま り続 ける ことは困難 であ ろう
が 。
第三 に,将 来,ロ シア経 済が安定的な発展軌道 に乗 った とき,ロ シア企業 は独 自の経営体制 を打 ち
立ててい くこ とを期待で きる。 どの社 会の企業 もそれな りの独 自性 をもつのは当然の ことだが,そ れ
だけではない。 「E社」の場合,ソ 連 型国有企業,労 働集 団所有,そ して乗 っ取 りまで も経験 してお
り,さ らに経営陣 は従業員,外 部投資家な ど多様 な所有者の利害を調整 しなが ら自らの経営権 を確保
しようと模索 した。 ロシア企業は,新 たに資本主義企業 としての道 を歩 み始 めたが,資 本主義化以 前
の経験 の質 は,欧 米諸国や日本や,そ して第三世界の国々の企業 と異 なる。特 に,社 会主義国有企業
での経験,短 期間 ではあるが労働集団所有企業の経験,そ してそれ らの経験 を通 じて形成 された国民
の意識 は,将 来的 には独 自のす ぐれた経営体制 を生み出 してい く可能性 を秘めてい る。
[付記]本 稿 は,1995年3月の社会主義経営学会大会報告原稿 に加 筆 した ものである。主 として こ
の事例の評価 に関連 して大会で出された質問 ・意見に十分答えていないが,そ の点 は今後 の課題 とし
た い。(1995年3月31日脱稿)
(かと う しつ こ)
●
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